
 

 

肥料の安定供給確保を図るための供給確保支援実施基準等に係る運用指針 

 
制定：令和５年２月 22 日付け４農産第 4758 号 

農林水産省農産局長通知 

 

肥料に係る安定供給確保支援法人である一般財団法人肥料経済研究所（以下「指定法人」とい

う。）が安定供給確保支援業務を実施する際に従うべき基準について、肥料の安定供給確保を図るた

めの供給確保支援実施基準（令和５年２月 15日付け内閣総理大臣及び農林水産大臣公表。以下「実

施基準」という。）が定められるとともに、肥料原料備蓄対策事業費補助金交付等要綱（令和５年２

月 15日付け４農産第 4523号農林水産事務次官依命通知）が定められたところであるが、その具体的

な運用は本通知（以下「運用指針」という。）に定めるところによる。 

なお、運用指針における用語は、法において使用する用語の例による。 

 

Ⅰ 安定供給確保支援業務規程の作成等 

指定法人は、法第 33 条並びに内閣府・農林水産省関係経済施策を一体的に講ずることによる安

全保障の確保の推進に関する法律に基づく安定供給確保支援法人に関する命令（令和４年内閣府・

農林水産省令第 17号）第７条及び第８条の規定に基づき業務規程を作成し、内閣総理大臣及び農

林水産大臣に提出し、認可を受けるものとする。 

 

Ⅱ 安定供給確保支援業務 

肥料原料備蓄対策事業費補助金交付等要綱別表に定める肥料安定供給確保支援事業に係る補助対

象経費の内容及び留意事項は別記のとおりとする。 

 

Ⅲ 認定供給確保事業者が認定供給確保事業を行うために必要な資金に充てるための助成金の交付及

びそれに附帯する業務 

第１ 助成事業の種類等 

（１）助成事業の種類は、次のとおりとする。 

（ア）肥料原料備蓄事業 

（イ）肥料原料備蓄保管施設整備事業 

（２）指定法人は、取組主体（第２（３）の規定により採択された申請者をいう。）が行う

（１）に掲げる助成事業を実施するために必要な経費（以下「助成対象経費」という。）に

ついて、予算の範囲内で助成金を交付する。 

（３）肥料原料備蓄事業については定額、肥料原料備蓄保管施設整備事業は３分の２以内を助成

率とする。 

（４）助成金は、肥料原料備蓄事業及び肥料原料備蓄保管施設整備事業ごとに配分された経費の

相互間における流用をしてはならない。 

（５）事業内容、助成対象経費等については、肥料原料備蓄事業については別紙１、肥料原料備

蓄保管施設整備事業については別紙２に基づくものとする。 



 

 

 

第２ 助成事業の採択 

（１）助成事業を行おうとする認定供給確保事業者（以下「申請者」という。）は、第１（１）

の助成事業の種類ごとに、それぞれ定める様式により事業実施計画を作成し、指定法人に提

出するものとする。 

（ア）肥料原料備蓄事業 参考様式第１号 

（イ）肥料原料備蓄保管施設整備事業 参考様式第２号 

（２）事業実施計画の事業実施期間は、第１（１）の助成事業の種類ごとに、次のとおりとす

る。 

（ア）肥料原料備蓄事業 

 申請者の認定供給確保計画の実施期間内であり、交付決定の日から事業実施計画を提出

した年度の末日までの期間 

（イ）肥料原料備蓄保管施設整備事業 

 申請者の認定供給確保計画において記載された施設又は設備の整備に要する期間 

（３）指定法人は、提出された事業実施計画について、申請者の認定供給確保計画に即したもの

となっていること等を確認した上で、採択する事業実施計画を決定し、参考様式第３号によ

る採択結果通知書を申請者に通知するものとする。その際、全申請者の認定供給確保計画に

記載された備蓄数量目標の合計数量が我が国の備蓄目標（我が国におけるりん酸アンモニウ

ム及び塩化カリウムの年間需要量の３か月分に相当する農林水産省農産局長（以下「農産局

長」という。）が別に定める量をいう。以下同じ。）を超える場合は、あらかじめ農林水産省

農産局技術普及課（以下「技術普及課」という。）に協議し、必要に応じて助成金の対象と

なる数量を申請者と調整を行い、採択する事業実施計画を決定するものとする。 

（４）（１）の事業実施計画の提出期限は、指定法人の定める日までとする。なお、助成事業と

して採択済みの認定供給確保計画に基づく備蓄数量目標の合計数量が我が国の備蓄目標に満

たない場合、指定法人は改めて提出期限を定めることができるものとする。 

（５）指定法人は、（３）による採択を行った場合、採択を行った事業実施計画の写しを農林水

産省技術普及課に共有するものとする。 

 

第３ 助成金の交付決定 

（１）取組主体は、助成金の交付を受けようとするときは、採択結果通知書に記載された日まで

に、参考様式第４号に定める交付申請書を指定法人に提出するものとする。 

（２）取組主体は、（１）の申請書を提出するに当たって、当該助成金に係る消費税仕入控除税

額（助成対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63

年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額

に地方税法（昭和 25 年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計

額に交付率を乗じて得た額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該助成金に係る消

費税仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 



 

 

（３）指定法人は、（１）の申請書の提出があったときは、速やかに交付決定を行い、取組主体

に対して参考様式第５号により交付決定の通知を行うものとする。 

（４）指定法人は、（３）の交付決定を行った場合、交付決定を行った取組主体名を技術普及課

に報告するものとする。 

 

第４ 助成事業の実施 

（１）助成事業の着手 

取組主体は、第３（３）の交付決定の通知日以降に助成事業に着手するものとする。 

（２）事業実施計画の変更、中止又は廃止 

取組主体は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、あらかじめ参考様式第６号によ

る変更等承認申請書に変更後の事業実施計画及び交付申請書を添付し、指定法人に提出し、そ

の承認を受けなければならないものとする。 

（ア）肥料原料備蓄事業及び肥料原料備蓄保管施設整備事業ごとに配分された事業費の増額を

しようとするとき。 

（イ）法第 10条第１項の変更の認定を受けた認定供給確保計画に伴い助成事業の内容の変更

をしようとするとき。 

（ウ）事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（３）肥料原料備蓄事業における（２）（ア）の事業費の増額は、取組主体に係る認定供給確保

計画の備蓄数量目標に１．２を乗じた数量に基づく事業費を限度とする。 

（４）取組主体は、事業費の減額を伴う変更をしようとするときは、（２）に準じて指定法人の

承認を受けることができるものとする。 

（５）指定法人は、（２）及び（４）の承認をする場合において、必要に応じて条件を付すこと

ができるものとする。 

 

第５ 事業の遅延 

肥料原料備蓄保管施設整備事業について、事業の遅延等により、期間内に事業を完了すること

ができないと見込まれる場合又は事業の遂行が困難となった場合においては、取組主体は、当該

期間内に指定法人に参考様式第７号により遅延届出書を提出し、その指示を受けなければならな

いものとする。指定法人は、期間内に事業を完了することができないと見込まれる場合におい

て、遅延後の事業完了日が認定供給確保計画に記載された施設又は設備の整備に要する期間が属

する年度内であり、当該供給確保計画に設定されている備蓄に要する期間内に備蓄数量目標を達

成することが見込まれる場合については、当該遅延を承認するものとする。 

 

第６ 申請の取下げ 

 取組主体が、第３（１）の規定による交付申請を取り下げようとするときは、第３（３）の規

定による交付決定の通知を受けた日から起算して 15日以内にその旨を記載した申請書を指定法

人に提出するものとする。 

 



 

 

第７ 契約等 

（１）取組主体は、肥料原料備蓄保管施設整備事業を遂行するため、売買、請負その他の契約を

する場合は、一般の競争に付すものとする。ただし、事業の運営上、一般の競争に付するこ

とが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができるもの

とする。 

（２）取組主体は、（１）の契約をしようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積り合わせ

（以下「入札等」という。）に参加しようとする者に対し、参考様式第８号による契約に係

る指名停止等に関する申立書の提出を求めるものとし、当該申立書の提出のない者について

は、入札等に参加させてはならないものとする。 

（３）取組主体は、肥料原料備蓄保管施設整備事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の

促進に関する法律（平成 17年法律第 18号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多

様な要素も考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に

努めるものとする。 

 

第８ 債権譲渡等の禁止 

 取組主体は、第３（３）の規定による交付決定の通知によって生じる権利及び義務の全部又は

一部を、指定法人の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならないものとする。 

 

第９ 状況報告 

 指定法人は、事業の円滑な執行を図るため必要があると認めるときは、取組主体に対して、当

該助成事業の遂行状況について報告を求めることができるものとする。 

 

第 10 概算払 

 肥料原料備蓄保管施設整備事業を実施する取組主体は、助成金の全部又は一部について概算払

を受けようとする場合（当該年度において必要とする金額に限る。）には、参考様式第９号の概

算払請求書を指定法人に提出するものとする。 

 

第 11 実績報告 

（１）取組主体は、各年度が終了したとき（第４（２）による廃止の承認があったときを含

む。）は、その日から１月を経過した日又は翌年度の４月 30日のいずれか早い日までに、肥

料原料備蓄事業については別紙１、肥料原料備蓄保管施設整備事業については別紙２で定め

るところにより実績報告書を指定法人に提出するものとする。 

（２）第３（２）ただし書きの規定により交付の申請をした取組主体は、実績報告を提出するに

当たって、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合は、これを助成金額か

ら減額して報告するものとする。 

（３）第３（２）ただし書きの規定により交付の申請をした取組主体は、（１）の実績報告書を

提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該助成金に係る消費税仕入控除

税額が確定した場合には、その金額（（２）の規定により減額した場合にあっては、その金



 

 

額が減じた額を上回る部分の金額）を参考様式第 10号の消費税仕入控除報告書により速や

かに指定法人に報告するとともに、指定法人による返還命令を受けてこれを返還するものと

する。 

また、当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合であっても、その状

況等について、助成金の額の確定のあった日の翌年６月 30日までに、同様式により指定法

人に報告するものとする。 

 

第 12 助成金の額の確定及び支払 

（１）指定法人は、第 11（１）の規定による報告を受けた場合には、その報告に係る助成事業の

成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、参考様式第 11号

により交付すべき助成金の額を確定し、取組主体に通知するとともに、支払を行うものとす

る。 

（２）肥料原料備蓄事業に係る（１）の額の確定に当たっては、農産局長が別に定める通知に基

づき提供された取組主体の備蓄準備開始日、備蓄開始日及び備蓄再開日と実績報告書の記載

が整合していることを確認するものとする。 

（３）指定法人は、取組主体に交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその額を超

える助成金が交付されているときは、その超える部分の助成金の返還を命ずるものとする。 

（４）（３）の助成金の返還期限は、当該命令のなされた日から 20日以内とし、期限内に納付が

ない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95パーセント

の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

第 13 額の再確定 

（１）取組主体は、第 12（１）の規定による額の確定通知を受けた後において、助成事業に関

し、違約金、返還金、保険料その他の助成金に代わる収入があったこと等により助成事業に

要した経費を減額すべき事情がある場合は、指定法人に対し当該経費を減額して作成した実

績報告書を第 11（１）に準じて提出するものとする。 

（２）指定法人は、（１）に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第 12（１）に準じて改め

て額の確定を行うものとする。 

（３）第 12（３）及び（４）の規定は、（２）の場合に準用する。 

 

第 14 交付決定の取消し等 

（１）指定法人は、第４（２）（ウ）の規定による助成事業の中止又は廃止の申請があった場合

及び次に掲げる場合には、第３（３）の規定による交付決定の全部若しくは一部を参考様式

第 12号により取り消すものとする。 

（ア）法第 11条第１項又は第２項の規定により農林水産大臣が取組主体の認定供給確保計画

の変更を指示し又は認定を取り消した場合 

（イ）取組主体が、法令、実施基準、運用指針、業務規程等の関係規程に基づく処分又は指示

に違反した場合 



 

 

（ウ）取組主体が、助成金を助成事業以外の用途に使用した場合 

（エ）取組主体が、助成事業に関して、不正、事務手続の遅延その他不適当な行為をした場合 

（オ）交付の決定後生じた事情の変更等により、事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合 

（２）指定法人は、（１）の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分

に対する助成金が交付されているときは、期限を付して当該助成金の全部又は一部の返還を

命ずるものとする。 

（３）指定法人は、（１）の規定による取消しをした場合において、（２）の返還を命ずるとき

は、その命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95パーセ

ントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

（４）（２）の規定による助成金の返還及び（３）の加算金の納付については、第 12（４）の規

定を準用する。 

 

第 15 財産管理及び処分処分等 

（１）指定法人は、取組主体が助成事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）について、その実態を十分把握するように努め、当該財産が適正に管理運

営されるよう指導しなければならない。 

（２）取組主体は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等を処分しようとする

ときは、あらかじめ指定法人の承認を受けるものとする。ただし、次の（ア）及び（イ）に

掲げる場合はこの限りでない。 

（ア）法第８条第１項の安定供給確保取組方針及び農産局長が別に定める通知において農林水

産大臣が肥料の安定供給確保に関する目標数量を低減する変更を行い、当該変更を受けて

法第 11 条第２項の規定により、農林水産大臣が認定供給確保計画に係る備蓄数量目標の

変更を求める当該認定供給確保計画の変更を指示し、変更後の当該認定供給確保計画にお

いて取得財産等の一部の処分を行うことが記載されている場合 

（イ）法第 41条第３項に基づき指定法人の指定が取り消され、事業が終了した場合又は法第

７条の特定重要物資の指定が解除された場合  

（３）指定法人が（２）の承認を行うに当たっては、事前に農林水産大臣に承認を受けるものと

する。 

（４）助成金の交付の決定に際し付すべき条件については次のとおりとする。 

（ア）業務規程に定められた助成金の交付に関する事項に従うべきこと。 

（イ）助成事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち不動産及びその従物並びに１件

当たりの取得価格が 50万円以上のものについては、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和 40年大蔵省令第 15号。以下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年

数に相当する期間（ただし、大蔵省令に期間の定めがない財産については期間の定めな

く。）においては、指定法人の承認を受けないで、助成金交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。ただし、次の①及び②に掲

げる場合はこの限りでない。 



 

 

① 法第８条第１項の安定供給確保取組方針及び農産局長が別に定める通知において農林

水産大臣が肥料の安定供給確保に関する目標数量を低減する変更を行い、当該変更を受

けて法第 11 条第２項の規定により、農林水産大臣が認定供給確保計画に係る備蓄数量

目標の変更を求める当該認定供給確保計画の変更を指示し、変更後の当該認定供給確保

計画において取得財産等の一部の処分を行うことが記載されている場合 

② 法第 41 条第３項に基づき指定法人の指定が取り消され、事業が終了した場合又は法

第７条の特定重要物資の指定が解除された場合  

（ウ）（イ）の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価格相当額又は処分により得られた

収入の全部又は一部を指定法人に返還させることがあること。 

（エ）事業の実施に当たっては、取組方針第６章第２節及び第３節に掲げる事項に留意するこ

と。 

 

第 16 残存物件の処理 

取組主体は、認定供給確保計画の計画期間が終了することにより助成事業が完了した場合又は

中止若しくは廃止した場合（法第７条の特定重要物資の指定が解除された場合を除く。）におい

て、助成事業の実施のために取得した物件が残存するときは、その品目、数量及び取得価格を指

定法人に報告しその指示を受けなければならないものとする。指定法人は、この指示を行うに当

たっては、技術普及課に協議を行うものとする。 

 

第 17 助成金の経理 

（１）取組主体は、助成事業について帳簿を備え、他の経理と区分して助成事業の収入及び支出

を記載し、助成金の使途を明らかにしておくものとする。 

（２）取組主体は、（１）の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠物を整備

して（１）の帳簿とともに助成事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間整

備保管するものとする。 

（３）肥料原料備蓄保管施設整備事業の取組主体は、取得財産等について当該取得財産等の処分

制限期間中、（１）及び（２）に規定する帳簿等に加え、参考様式第 13号の財産管理台帳及

び次に掲げる関係書類を整備保管するものとする。 

（ア）予算関係書類 

①事業実施に関する総会等の議事録及び委託施工を選択した場合にあっては選択理由 

②予算書及び決算書 

③地元負担金（分（負）担金、夫役、現品、寄付金等）を賦課、徴収等する場合にあっては

負担金付加明細書 

④その他予算関係の事項を示した書類 

（イ）工事施工関係書類（請負、委託の場合） 

①実施設計書及び出来高設計書 

②入札てん末書 

③請負契約書 



 

 

④工程表 

⑤工事完了届及び現場写真 

⑥その他工事関係の事項を示した書類 

（ウ）経理関係書類 

①金銭出納簿 

②証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書及び借用証書等） 

（エ）往復文書 

①助成金の交付から実績報告に至るまでの申請書類、承認申請書、指令書及び設計書類等 

（オ）施設管理関係書類 

①管理規程又は利用規程 

②財産管理台帳 

③その他施設管理関係の事項を示した書類 

（４）（１）から（３）までの規定に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠

物、台帳及び調書のうち、電磁的記録による作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記

録によることができるものとする。 

（５）指定法人は取組主体に対し、（１）から（３）までの規定に基づき記録を保存するととも

に、指定法人からの照会等に適切に対応するよう指導するものとする。 

 

第 18 推進指導体制 

指定法人は、助成事業を適正に実施するため、必要に応じて取組主体に対し必要な助言及び指

導を行うものとする。 

 

第 19 その他 

指定法人の解散後、運用指針に基づき取組主体が助成金の返還を行う場合にあっては、国に納

付するものとする。 

 

Ⅳ 肥料等の安定供給確保に関する情報の収集及びそれに付帯する業務 

第１ 調査すべき事項 

指定法人は、毎年度、次の調査項目のうち必要なものを調査することにより、肥料等の安定供

給確保に関する情報の収集を行うものとする。また、当該調査の実施に当たっては、技術普及課

と協議を行い、当年度に実施予定の調査内容を決定するものとする。 

（１）肥料原料の国際市況や需給動向に関する調査 

（２）既存の原料供給国の代替国となりうる国の我が国への原料供給の可能性に関する調査 

（３）原料供給国の投資ニーズに関する調査 

（４）国内資源の代替や利用拡大に関する調査 

（５）その他農産局長が特に必要と認める調査 

 

第２ 調査結果の報告 



 

 

指定法人は、第１の調査結果について、調査年度の翌年度の４月末日までに技術普及課に報告

を行うものとする。 

 

第３ 情報提供 

 指定法人が、特定の肥料関係事業者等に調査結果の提供を行うに当たっては、技術普及課に提

供すべき情報を協議した上で行わなければならない。また、調査結果を広く周知する場合にあっ

ては、肥料等の安定供給確保の観点から整理・評価し、あらかじめ技術普及課に公開すべき情報

を協議した上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方

法によって行わなければならない。 

 

第４ 業務の委託 

 指定法人は、調査を実施するに当たって効率的な情報収集が可能であると考えられる場合につ

いては、調査の全部又は一部を第三者に委託することができる。第三者に委託する場合は、あら

かじめ農林水産大臣の許可を受けるものとする。 

 

第５ 調査結果の帰属性 

指定法人が調査を実施することにより知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、著作権、商

標権等いわゆる知的財産に係る権利をいう。）が発生した場合、その知的財産権は指定法人に帰

属するが、当該知的財産権を利用する権利を無償で国に許諾するものとする。第４により指定法

人が第三者に委託をして調査を実施する場合も同様とする。また、指定法人は、調査業務で得ら

れた情報について、安定供給確保支援業務の遂行の目的以外に利用してはならないものとする。 

 

  



 

 

別記 

費目 内容 留意事項 

人件費 

 

・事業を実施するため直接必要な

業務について、職員に対して支

払う実働に応じた対価（日給又

は時間給）及び通勤に要する交

通費並びに雇用に伴う社会保険

料等の指定法人負担経費 

・賃金については、補助事業等の実施に要

する人件費の策定等の適正化について

（平成 22年９月 27日付け 22経第 960

号農林水産省大臣官房経理課長通知）に

定めるところにより取り扱うものとす

る。 

・賃金の単価の設定根拠となる資料を添付

すること。 

・雇用通知書等により本事業にて雇用又は

本事業に従事したことを明らかにするこ

と。 

・実働に応じた対価以外の有給休暇や各種

手当は認めない。 

旅費 

 

・事業を実施するために直接必要

な資料収集、各種調査、検査、

会議、打合せ等の実施に必要な

経費 

 

会議費 ・事業を実施するために必要な会

議等の開催、参加等のために必

要な経費 

・指定法人が会議室を所有している場合

は、指定法人の会議室を優先的に使用す

ること。 

謝金 ・事業を実施するために直接必要

な資料整理、補助、専門的知識

の提供、マニュアル作成、現行

の執筆、資料の収集等について

協力を得た人に対する謝礼に必

要な経費 

・謝金の単価の設定根拠となる資料を添付

すること 

・指定法人の代表者及び指定法人に従事す

る者に対する謝金を認めない。 

備品費 ・事業を実施するために直接必要

な備品の経費（ただし、リー

ス・レンタルを行うことが困難

な場合に限る。） 

・耐用年数が経過するまでは、取組主体に

よる善良なる管理者の注意をもって当該

備品を管理する体制が整っていること。 

・当該備品を別の者に使用させる場合は、

使用及び管理についての契約を締結する

こと。 

使用料・賃借料 ・本事業を実施するために直接必

要な事務所賃貸料 

・通常の指定法人の運営に伴って発生する

経費を除く。 



 

 

・事業を実施するために直接必要

な事務機器、通信機器、資機

材、自動車等の借上費 

消耗品費 ・事業を実施するために直接必要

な物品であって、短期間又は一

度の使用によって消費され、そ

の効用を失う少額な物品、図書

及び参考文献、少額な記録媒

体、器具、燃料等の経費 

・新聞、定期刊行物等、広く一般に定期購

読されているものを除く。 

印刷製本費 ・事業を実施するために直接必要

な資料等の印刷費として支払わ

れる経費 

 

委託費 ・事業の交付目的たる事業の一部

を他の者に委託するために必要

な経費 

・委託は、第三者に委託することが必要で

あり、合理的かつ効果的な業務に限り、

実施できるものとする。 

・委託を行う場合は、委託契約書及び仕様

書等を農林水産大臣に提出し、許可を受

けるものとする。 

・事業そのもの又は事業の根幹を成す業務

の委託は認めない。 

通信運搬費 ・事業を実施するために直接必要

な郵便、運送、電話等の通信に

係る経費 

・電話等の通信費については、基本料を除

く。 

振込手数料 ・事業を実施するために直接必要

な振込手数料 

 

その他諸経費 ・事業を実施するために直接必要

な役務（分析、通訳、翻訳、加

工、施工、広告、保険等）その

他上記費目に係らない経費 

 

  



 

 

別紙１ 

 

肥料原料備蓄事業 

 

第１ 事業内容 

本事業は、認定供給確保事業者が認定供給確保計画に基づきりん酸アンモニウム又は塩化カリ

ウム（以下「対象原料」という。）の備蓄を行う場合に、当該備蓄に係る経費に相当する額につ

いて助成を行うものとする。 

 

第２ 取組主体 

本事業の取組主体は、認定供給確保事業者のうち肥料原料の輸入事業者又は肥料製造事業者と

する。 

 

第３ 助成対象となる取組及び助成金 

（１）取組主体が認定供給確保計画に基づき、各対象原料の年間需要量に対してりん酸アンモニ

ウムについては１か月分、塩化カリウムについては２か月分に相当する数量（以下「基準数

量」という。）以上を恒常的に確保する取組を行った場合、農産局長が別に定める通知に基

づき、取組主体が農林水産大臣に報告した備蓄開始日又は備蓄準備開始日の属する月の翌月

から、別添１に定めるところにより助成金を算定し、助成を行うものとする。 

（２）取組主体が（１）の取組の開始後に、認定供給確保計画に基づき備蓄した対象原料（以下

「備蓄原料」という。）の全部若しくは一部の放出又は活用を行った場合、当該放出等を行

った月の翌月より（１）の助成を中断し、農産局長が別に定める通知に基づき、取組主体が

農林水産大臣に報告した備蓄再開日の属する月の翌月より助成を行うものとする。 

 

第４ 備蓄数量の報告等 

（１）備蓄台帳の整備 

取組主体は、備蓄した対象原料の数量（以下「備蓄数量」という。）を管理するとともに、

閲覧に供することができるよう、参考様式第 14号による備蓄台帳（日報）及び参考様式第 15

号による備蓄台帳（旬報）を整備するものとする。 

（２）備蓄数量の報告 

取組主体は、肥料原料の備蓄を行った月の翌月の 10日まで（当該日が行政機関の休日に関

する法律（昭和 63年法律第 91号）第１条第１項各号に該当する場合は、その直前の営業日ま

でとする。）に、当該月に係る備蓄台帳（旬報）の写し及び参考様式第 16号により作成した当

該月の助成金額計算書を添えて指定法人に提出するものとする。 

（３）備蓄数量の確認 



 

 

指定法人は、（２）に基づき取組主体から報告された備蓄数量について、認定供給確保計画

に照らし、適切に備蓄が行われていることを確認するものとし、必要に応じて、取組主体への

照会、備蓄倉庫等の現地確認を行うことができるものとする。 

 

第５ 事業完了に伴う手続 

（１）取組主体は、本文Ⅲの第 11の規定に基づき参考様式第 17号により実績報告書を作成し、

次に掲げる書類を添付し、指定法人に提出するものとする。 

（ア）備蓄台帳のうち当該年度の備蓄状況が記された参考様式第 15号の写し 

（イ）参考様式第 16号により作成した助成金額計算書 

（ウ）倉庫業者の倉庫に備蓄原料を保管した場合は、当該保管に要する費用が確認できる請求

書等の写し 

（２）指定法人は、実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地確認を行うことにより、本

事業が完了していることを確認するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

別添１ 

 

助成金の算定方法について 

 

第１ 助成金の額 

肥料原料備蓄事業に係る各年度における取組主体の助成金の額は、次に掲げる保管料相当額

（Ａ又はＢ）、金利相当額（Ｃ）及び保険料相当額（Ｄ）の合計額とする。 

 

第２ 保管料相当額 

倉庫業者の

所有倉庫で備

蓄原料を保管

する場合 

原料備蓄を行った各期におけるＡの合計額 

Ａ＝倉庫業者が請求した保管料単価 [円／トン・期] 

×各期末における備蓄数量から基準数量を控除した数量 [トン] 

取組主体は、倉庫業者との契約に当たっては、倉庫業法施行規則（昭和

31年運輸省令第 59号）第 24条第１項に基づき倉庫業者が国土交通大臣に

届け出た保管料及び倉庫業法（昭和 31年法律第 121号）第９条に基づき営

業所その他の事業所において提示された保管料と比較し、保管料単価が高

額でないことを確認するなど、適正な保管料単価の設定により事業費の低

減に努めるものとする。 

取組主体の

所有倉庫で備

蓄原料を保管

する場合 

原料備蓄を行った各期におけるＢの合計額 

Ｂ＝対象原料に応じた単価区分ごとに設定した以下の単価 [円／トン・期] 

×各期末における備蓄数量から基準数量を控除した数量 [トン] 

 対象原料 りん酸アンモニウム 塩化カリウム 

単価区分 α β γ δ 

単  価 120 180 120 180 

 

第３ 金利相当額 

 原料備蓄を行った各期におけるＣの合計額 

Ｃ＝対象原料に応じた単価区分ごとに設定した以下の単価 [円／期・トン] 

×各期末における備蓄数量から基準数量を控除した数量 [トン] 

 対象原料 りん酸アンモニウム 塩化カリウム 

単価区分 α β γ δ 

単  価 34 51 26 39 

 

第４ 保険料相当額 

 原料備蓄を行った期におけるＤの合計額 

Ｄ＝対象原料に応じた単価区分ごとに設定した以下の単価 [円／期・トン] 

×各期末における備蓄数量から基準数量を控除した数量 [トン] 

 対象原料 りん酸アンモニウム 塩化カリウム 



 

 

 単価区分 α β γ δ 

単  価 6 9 4 7 

 

（注） 

１．「期」は、各月の１日から 10 日まで（上期）、11日から 20日まで（中期）及び 21日から月末の

日まで（下期）とする。 

 

２．「単価区分」は、認定供給確保計画において設定した年間需要量に対する備蓄数量目標に即し

て、取組主体が報告した備蓄開始日の属する月の翌月以降に備蓄数量目標を達成した月について、

「備蓄数量目標の水準」に応じて下表のとおり適用する。 

  ただし、当該達成については、月内において２期以上の期末の備蓄数量が下表の各単価区分ごと

に定められている備蓄数量目標の水準以上となることで判定する。 

備蓄数量目標の水準 １か月分以上 ２か月分以上 ３か月分以上 

単価区分 α γ β、δ 

 

３．認定供給確保計画において年間需要量に対する備蓄数量目標を３か月分相当量以上としている場

合であって、取組主体が報告した備蓄準備開始日の属する月の翌月の備蓄数量がりん酸アンモニウ

ムは１か月分以上３か月分未満、塩化加里は２か月分以上３か月分未満の場合の「単価区分」は、

それぞれα又はγを適用する。 

 

４．「倉庫業者が所有する倉庫で備蓄原料を保管する場合」において、「倉庫業者が請求した保管料単

価」が 500円/トン・期を超えるときは、単価を 500円/トン・期とする。 

 

  



 

 

別紙２ 

 

肥料原料備蓄保管施設整備事業 

 

第１ 事業内容 

 本事業は、認定供給確保事業者が、認定供給確保計画に基づき対象原料の備蓄に要する施設又

は設備の整備を行う場合に、当該備蓄に係る経費の一部について助成を行うものとする。 

 

第２ 取組主体 

 本事業の取組主体は、認定供給確保事業者のうち肥料原料の輸入事業者、肥料製造事業者又は

倉庫業者とする。 

 

第３ 助成対象となる取組及び助成 

取組主体が認定供給確保計画に基づき、対象原料の備蓄に要する施設又は設備の整備を行う場

合に、当該整備に要する経費の一部について、別添２に定めるところより助成を行うものとす

る。 

 

第４ 事業実施の方法等 

（１）実施設計書の作成 

 取組主体は、本文Ⅲ第３（３）の交付決定の通知日以降に実施設計書（設計図面、仕様書及

び工事費明細書等の工事の実施に必要な設計図書をいう。以下同じ。）を作成し、指定法人に

提出するものとする。 

 実施設計書の作成に当たって、取組主体にその作成能力がない場合には、設計事務所等に委

託し、又は請け負わせて作成するものとする。ただし、製造請負工事に係る実施設計書につい

ては、原則として、一般競争入札若しくは一般競争入札に準ずる方法により施工業者を選定

し、又は、必要性が明確である場合に限っては単一の施工業者を選定して、当該施工業者に実

施設計書を提出させ、これを調整することにより作成するものとする。 

（２）事業の施工 

施設等整備事業は、請負施工又は委託施工によって実施するものとし、１つの事業について

は１つの施工方法により実施することを原則とする。 

ただし、事業費の低減を図るため、適切と認められる場合には、１つの事業について工種又

は機械・施設等の区分を明確にして２つ以上の施工方法により施工することができるものとす

る。 

また、施工方法ごとに、次の事項に留意するものとする。 

（ア）請負施工 

請負施工においては、取組主体は、工事請負人を定め、実施設計書に基づき、かつ、所定

の請負代金をもって、所定の期間内に工事を完了させるものとし、工事に要した経費の明細

書の提出を受けて、工事費の精算を行うものとする。また、工事の請負方法、指導監督及び

検査等は、次によるものとする。 



 

 

① 請負方法 

工事の請負契約は、原則として、一般競争入札に付するものとするが、一般競争入札に

付し難い場合にあっては、その理由を明確にし、指名競争入札に付するものとする。 

また、取組主体は、入札終了後、速やかにその結果を参考様式第 20号により、指定法

人に報告するものとする。 

ただし、次のいずれかに掲げる場合にあっては、随意契約によることができるものとす

る。 

なお、ア及びイに掲げる場合にあっては、契約保証金及び履行期限を除き、競争入札に

付するときに定めた予定価格その他の条件を変更することができないものとする。 

ア 競争入札に付し難い事情があり、かつ、当該取組主体の総会等の同意を得る等の手続

を行う場合 

イ 一般競争入札に付して落札に至らない場合 

ウ 指名競争入札に付して落札に至らない場合 

取組主体は、契約手続の透明性を確保するため、交付対象事業費に係る契約に関し、競

争契約にあっては入札者及び入札金額を、随意契約にあっては契約の相手方及び契約金額

を、原則として公表するものとする。 

また、指定法人は、取組主体の適正な契約手続を確保する上で、必要な指導を行うもの

とする。 

② 工事の指導監督 

取組主体は、請負契約と同時に、請負人から工程表等を提出させるとともに、請負人に

現場代理人等を定めさせ、当該現場代理人等に工事の施工・施工管理に関する一切の事項

を処理させるものとする。 

また、取組主体は、現場監督員等を選任し、請負契約書、実施設計書に定められた事項

について、工程表のとおり工事が実施されるよう指導監督等に当たらせるほか、主要工事

及び埋設等により工事完了後には明示できない部分の現場写真を撮影させ、工事の記録等

を行わせるものとする。 

③ 工事の検査及び引渡し 

取組主体は、請負人が工事を完了したときは、当該請負人から工事完了届を提出させる

とともに、請負契約書に定められた期間内にしゅん功検査を行った上で、引渡しを受ける

ものとする。この場合において、当該検査に合格しないときは、期間を定めて請負人に手

直し工事を行わせ、再度検査を行った後に、引渡しを受けるものとする。また、当該検査

に合格した工事については、請負人に引取証を交付するものとする。 

（イ）委託施工 

委託施工においては、取組主体は、工事の委託先を定め、受託者に実施設計書に基づき、

かつ、所定の委託金額をもって、所定の期間内に工事を完成させるとともに、工事に要した

経費の明細書の提出を受けて、工事費の精算を行うものとする。また、委託施工を選択する

場合は、請負施工との比較検討を行い、委託施工によることとした理由を明確にしておくも

のとする。 

取組主体は入札終了後、速やかにその結果を参考様式第 18号により、指定法人に報告す

るものとする。 

なお、委託施工における工事の指導監督、検査及び引渡し等については、請負施工に準じ



 

 

て適正に行うものとする。 

（３）契約の適正化 

本事業に係る契約については、前項に定める事項に留意の上、契約手続等の一層の公平性、

透明性等を図るものとする。 

一般競争入札については、公告期間は 10日以上（土日祝祭日は算入しない。）を確保するも

のとし、公告は当該取組主体及び上部機関等のホームページ、掲示その他の方法により行い、

広く周知に努めるものとする。 

（４）会計経理 

会計経理は、次に掲げる事項に留意して適正に処理するものとする。 

① 助成対象事業費の経理は、独立の帳簿を設定する等の方法により、他の経理と区分して行

うものとすること（助成対象外事業費を含む全事業費を一括して経理する場合にも、助成対

象事業費については区分を明確にしておくこと。）。 

② 事業費の支払は、工事請負人等からの支払請求に基づき、出来高を確認の上行うものと

し、その都度領収書を受領しておくこと。 

③ 金銭の出納は、金銭出納簿等及び金融機関の預金口座等を設けて行うこと。 

④ 領収書等金銭の出納に関する書類は、日付順に整理し処理のてん末を明らかにしておくこ

と。 

（５）関係法令に基づく許認可 

本事業の実施に当たり、土地改良法（昭和 24年法律第 195号）に基づく施行認可、建築基

準法（昭和 25年法律第 201 号）等に基づく確認、農地法（昭和 27年法律第 229号）に基づく

転用の許可等を必要とするときは、取組主体は、関係法令の定めるところにより、当該許認可

等を得るものとする。 

 

第５ 事業完了に伴う手続き 

（１）取組主体は、工事が完了したときは、速やかにその内容を明記した参考様式第 19号によ

るしゅん功届を指定法人に届け出るものとする。 

（２）取組主体は、本事業が完了したときは、本文Ⅲ第 11（１）の実績報告書を参考様式第 20

号に基づき作成し、出来高設計書を添付して指定法人に報告するものとする。 

（３）指定法人は次の①により、本事業が完了していることを確認するものとする。また、既に

支払が行われている場合には、加えて②及び③により事業費が適正に支出・受領されている

ことも確認するものとする。 

① 工事完了の確認 

現地において現場監督者等からの報告及び出来高設計書、検査調書、引渡書、納品書、工

事請負契約書等の書類により工事の完了期日及び事業費を確認。 

② 施工業者への事業費の支払を証する資料 

取組主体から施工業者に対して事業費が支払われているかを会計帳簿、振込受付書等で確

認。 

③ 施工業者が事業費を受領したことを証する資料 

領収書の写し等により、施工業者が取組主体から事業費を受領していることを確認。 



 

 

（４）取組主体は、（１）及び（２）により、事業完了後目標年度まで、事業が適正に実施され

ていることを確認するものとする。 

① 経営状況の確認 

目標年度までの毎年度、直近の決算報告書等により経営状況を確認。 

② 現地確認 

現場責任者等から施設の稼働状況について聴取し、又は実地に確認。 

（５）その他、事業完了に伴って、土地改良法に基づく工事完了届又は建築基準法に基づく使用

承認等を必要とするときは、取組主体は、関係法令の定めるところにより、それぞれ所要の

手続を行うものとする。 

 

第６ 整備施設等の管理運営等 

取組主体は、助成金の交付を受けて整備した施設等を、常に良好な状態で管理し、必要に応じ

て修繕、改築等を行い、その設置目的に即して最も効率的な運用を図り適正に管理運営するもの

とする。  

（１）管理主体 

施設等の管理運営は、原則として、取組主体が行うものとする。 

ただし、取組主体が、施設等の管理運営を直接行い難い場合には、指定法人が適当と認める者

に管理運営させることができるものとする。 

この場合において、取組主体は、管理の委託を受ける者と、管理を委託する施設等の種類、

設置場所、移管の年月日、管理方法、管理の委託を受ける者の権利、義務、その他の必要な事

項について協議し、委託契約を締結するものとする。 

（２）管理方法 

（ア）取組主体は、施設等の管理状況を明確にするため、本文Ⅲ第 17（３）の財産管理台帳を

備え置くものとする。 

（イ）取組主体は、その管理する施設等について、所定の手続を経て管理規程又は利用規程を

定めることにより適正な管理運営を行うとともに、施設等の継続的活用を図り得るよう必

要な資金の積立に努めるものとする。特に、助成金の交付を受けて圧縮記帳を行っている

場合には、留意するものとする。 

（ウ）前号の管理規程又は利用規程には、次に掲げる事項のうち施設等の種類に応じ必要な項

目を明記するものとする。 

① 事業名及び目的 

② 種類、名称、構造、規模、型式及び数量 

③ 設置場所 

④ 管理主体名並びに管理責任者の役職及び氏名 

⑤ 利用者の範囲 

⑥ 利用方法に関する事項 

⑦ 利用料に関する事項 

⑧ 保全に関する事項 

⑨ 償却に関する事項 

⑩ 必要な資金の積立に関する事項 



 

 

⑪ 管理運営の収支計画に関する事項 

⑫ その他必要な事項 

（エ）取組主体は、施設等の管理運営状況を明らかにし、その効率的運用を図るため、施設等

の管理運営日誌又は施設利用簿等を適宜作成し、整備保存するものとする。 

（３）増築等に伴う手続 

取組主体は、施設等の移転、更新又は利用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を伴う増

築、模様替え等を当該施設等の処分制限期間内に行うときは、あらかじめ、参考様式第 21号

により本事業で取得又は効用の増加した施設等の増築届を指定法人に届け出るものとする。 

（４）災害の報告 

（ア）取組主体は、天災その他の災害により、本事業が予定の期間内に完了せず、又は本事業

の遂行が困難となった場合は、速やかにその旨を指定法人に報告し、その指示を受けるも

のとする。なお、報告に当たっては、災害の種類、被災年月日、被災時の工事進捗度、被

災程度及び復旧見込額並びに防災及び復旧措置等を明らかにした上で被災写真を添付する

ものとする。 

（イ）取組主体は、施設等について、処分制限期間内に天災その他の災害を受けたときは、承

認基準通知の規定に準じて指定法人に報告するものとする。 

 

第７ 利益排除 

肥料原料備蓄保管施設整備事業において、助成対象事業費の中に取組主体の自社製品の調達又は

関係会社からの調達分（工事を含む。）がある場合、事業の実績額の中に取組主体の利益等相当

分が含まれることは、調達先の選定方法いかんにかかわらず、助成金の交付の目的上ふさわしく

ないため、次のとおり利益等相当分の排除を行うものとする。 

（１）取組主体が次のいずれかの関係を有する会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した

場合、いわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益等排除の対象とする。 

（ア）取組主体自身 

（イ）100％同一の資本に属するグループ企業 

（ウ）取組主体の関係会社（取組主体との関係において、財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則（昭和 38年大蔵省令第 59号）第８条に定める親会社、子会社及び関連会

社並びに取組主体が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等をいい、

（イ）を除く。） 

（２）取組主体の自社調達の場合、当該調達品の製造原価をもって助成対象事業費とする。 

（３）100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合、取引価格が当該調達品の製造

原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって交付対象とする。これによりがたい

場合には、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上

総利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を

行う。 

（４）取組主体の関係会社からの調達の場合、取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等

の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって交付対象

事業費とする。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算



 

 

書）における売上高に対する営業利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取

引価格から利益相当額の排除を行うものとする。この場合において、「製造原価」及び「販

売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明するも

のとする。また、その根拠となる資料を提出するものとする。 

 

第８ 留意事項 

取組主体は、事業の進行状況等を指定法人に随時報告するほか、指定法人の担当者の求めに応じ

て報告を行い、適切な事業の執行に努めるものとする。 

 

 

  



 

 

別添２ 

第１ 助成の対象 

肥料原料備蓄保管施設整備事業における助成対象事業費については、本事業の実施に直接必要

な経費であって、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類によって金額が

確認できるもののみとし、申請者の認定供給確保計画において記載された対象原料の備蓄に要す

る以下に掲げる施設又は設備の整備に係る経費（施設の新設、増築、改築、修繕及び模様替えを

含む。）とする。 

（ア）基準数量以上の備蓄を恒常的に確保するために必要な倉庫（取組主体に係る認定供給確保

計画の備蓄数量目標に１．２を乗じた数量を限度に保管可能な倉庫とする。電気設備、給排

水設備等の附属設備を含む。） 

（イ）（ア）の整備と一体的に整備する構内舗装、搬入搬出施設 

（ウ）基準数量以上の備蓄を恒常的に確保するために必要な肥料原料の搬入・搬出に必要な機械

器具 

増築、改築、修繕及び模様替えの対象とする施設は耐用年数が６年以上のものとする。 

 既存施設又は資材の有効利用及び事業費の低減の観点からみて、新品・新材を利用する場合の

ほか、増築・改築等を行う事業又は古品・古材の利用による事業の場合も交付の対象とする。 

 なお、古品・古材を利用する場合は、材質、規格、形式等が新品・新材と一体的な施工及び利

用管理を行う上で不都合のないものとする。 

ただし、助成対象となる経費工事費、実施設計費及び工事雑費のうち、認定供給確保計画にお

いて記載された対象原料の備蓄を行う場合に要する経費のみとし、認定供給確保計画に基づく対

象原料の備蓄を行わなかった場合に行う対象原料の保管やその他物品の保管に要する経費を差し

引いた金額とする。同一の施設の中で、助成対象外となる物品（備蓄に係らない対象原料を含

む。）の保管を行う場合については、施設利用割合を明確にし、利用割合に応じて面積等に応じ

た按分を行い、事業費を計上するものとする。 

 

第２ 助成対象外経費 

原則として、次の（ア）から（ク）までに該当する経費は除く。 

（ア）不動産取得に関する経費 

（イ）事業の期間中に発生した事故・災害の処理のための経費 

（ウ）既存施設等の取壊し及び撤去に係る経費 

（エ）交付決定前に発生した経費 

（オ）助成対象事業費に係る消費税仕入控除税額（助成対象事業費に含まれる消費税及び地方

消費税に相当する額のうち、消費税法の規定により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の

合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。） 



 

 

（カ）既存施設の代替として、同種、同規模及び同効用のものを再度整備するもの（いわゆる

更新）並びに交付の対象とする施設のうち付帯施設のみに係る経費 

（キ）施設外における地盤工事等の外構工事、緑地帯、囲障等に係る経費 

（ク）その他本事業を実施する上で必要とは認められない経費及び本事業の実施に要した経費

であることを証明できない経費 

 

第３ 助成対象事業費の内容 

（１）助成対象事業費の構成は、別表１を標準とする。 

（２）助成対象事業費は、工事費、実施設計費、工事雑費及び消費税等相当額に区分して積算す

るものとし、１事業が複数の施工方法により施工される場合には、それぞれの施工方法別に

区分して積算するものとする。 

（３）工事費、実施設計費、工事雑費及び消費税等相当額に区分して積算するものとする。 

（ア）工事費 

① 積算の方法 

ア 工事費は、都道府県において使用されている単価及び歩掛りを基準として、現地の実

情に即した適正な現地実行価格によるものとし、建設工事費は、直接工事費、共通費及

び消費税等相当額に、製造請負工事費は、機械器具・機材費、運搬費及び組立・据付工

事費に、機械器具は、本機及び附属作業機に区分して積算するものとする。 

さらに、直接工事費は、実施設計書の表示に従って種目ごとに建築工事、電気設備及

び機械設備工事等に区分し、共通費は、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区

分してそれぞれ積算するものとする。この場合、各費目の積算に使用する材料等の価格

等には、消費税及び地方消費税に相当する分を含まないものとし、また、製造請負工事

費及び機械器具費の積算は、必要性が明確である場合に限り、性能の比較検討等を行っ

た上、機種等を選定して行うことができるものとする。 

イ 工事価格の積算は、原則として、「「公共建築工事積算基準」、「公共建築工事共通費積

算基準」、「公共建築工事標準歩掛り」、「公共建築数量積算基準」、「公共建築設備数量積

算基準」、「公共建築工事内訳書標準様式」及び「公共建築工事見積標準書式」の制定に

ついて」（平成 17年３月 25日付け 16経第 1987号農林水産大臣官房経理課長通知）に

準じて行うものとする。 

② 支給品費 

ア 支給品費は、請負施工及び委託施工にあっては取組主体が、請負人等に原則として無

償で支給する工事材料費とし、請負施工等に係る工事費部分と区分して工事費に計上す

るものとする。 

イ 支給品費の積算は、支給材料の仕入価格に支給材料の保管、運搬、管理等に必要な経

費を加えた額とする。 



 

 

ウ 工事材料について支給を行う場合は、工事材料を支給することが工事費の低減になる

かどうかを検討し、支給することが工事費の低減になるときは、原則として工事材料を

支給品費として積算するものとする。 

③ 共通仮設費 

共通仮設費は、建物及び工作物の各種の直接工事に共通して必要な別表２に掲げる費用

とし、その積算は、当該直接工事の規模、工事期間等の実情に応じて適正に行うものとす

る。 

④ 諸経費 

ア 諸経費は、請負施工、委託施工において請負人等が必要とする別表２に掲げる現場管

理費及び一般管理費等とする。 

イ 諸経費は、原則として、現場管理費、一般管理費等に区分して積算するものとし、そ

れぞれ直接工事費に対して適切な比率以内とする。 

⑤ 消費税等相当額 

消費税等相当額は、消費税及び地方消費税に相当する分を積算するものとし、その積算

は、工事価格等に消費税及び地方消費税の税率を乗じたものとする。 

（２）測量試験費 

測量試験費は、工事のための測量、試験及び設計等に必要な雇用賃金、機械器具費、消耗

品費及び委託費又は請負費とする。 

（３）実施設計費 

実施設計費は、設計に必要な調査費（地質、水質、施設の規模、構造、能力、その他設計

に必要な諸条件を調査するために必要な費用とする。）及び設計費（設計に必要な費用とす

る。）とし、当該実施設計を委託し、又は請け負わせる場合に限り、交付対象とするものと

する。 

なお、当該実施設計と併せて工事の施工監理を建築士事務所等に委託し、又は請け負わせ

る場合においては、当該監理料を実施設計費に含めることができるものとする。 

（４）工事雑費 

工事雑費は、取組主体が事業を施工することに伴い、現地事務所等において、直接必要と

する別表２に掲げる使途基準を満たす経費とし、事業の施工態様に応じて積算するものとす

る。その額は、原則として、工事価格及び測量試験費（実施設計費を含む。）の合計額の 3.5

パーセントに相当する額以内とする。  
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別表１ 

 

 

 

  

消費税相当額 

事業費 

機械器具費 

実施設計費 

工事雑費 

建設工事費 

工事費 

工事価格 

工事原価 

純工事費 

直接工事費 

建設工事費 
電気設備工事費 
機械設備工事費 

共通仮設費 

現場管理費(諸経費) 共通費 

一般管理費（諸経費） 

製造請負工事費 

運搬費 
機械器具費及び機材費 

工事価格 

消費税相当額 

工事費 
組立・据付工事
費 

諸経費 
現場管理費 

一般管理費 

購入費 

消費税相当額 
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別表２ 

 

  各種経費 

 

１ 共通仮設費 

 

区  分 内            容 

 

準  備  費 

 

 

仮 設 建 物 費 

 

 

工 事 施 設 費 

 

 

試 験 調 査 費 

 

整 理 清 掃 費 

 

動力用水光熱費 

 

 

機 械 器 具 費 

 

安  全  費 

 

 

運  搬  費 

 

そ  の  他 

 

 

敷地測量・整理、仮道路、仮橋、道板及び借地その他占有料等に関する

費用 

 

仮現場事務所倉庫、宿舎等直接工事に共通的に必要な仮施設等の設置・

撤去及び補修等に要する費用 

 

仮囲、工事用道路、歩道構台、場内通信設備等の工事用施設等の設置・

撤去及び補修等に要する費用 

 

地耐力試験、施設の機能試験並びに材料及び製品試験等に要する費用 

 

整理清掃、屋外後片付け清掃、屋外発生材処分及び養生等に要する費用 

 

工事用電気設備及び工事用給排水設備に要する費用並びに動力、用水及

び光熱等に関する引込負担金等に要する費用 

 

共通仮設用機械及び機械器具修繕に要する費用 

 

工事施工のための安全に要する費用で、警備員・交通整理員等の安全監

理、安全標識及び合図等に要する費用 

 

共通仮設に伴う運搬に要する費用 

 

上記のいずれにも属さない共通仮設等に伴う費用 
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２ 現場管理費 

 

区  分 内            容 

 

労 務 管 理 費 

 

 

 

 

 

租 税 公 課 

 

 

保 険 料 

 

 

従業員給与手当 

 

 

退 職 金 

 

法 定 福 利 費 

 

 

 

福 利 厚 生 費 

 

事 務 用 品 費 

 

 

通 信 交 通 費 

 

補 償 費 

 

 

 

原価性経費配賦

額 

 

雑     費 

 

 

 

現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する費用、募集及び解散

に要する費用、厚生に要する費用、純工事費に含まれない作業用具及び作

業用被服等の費用、賃金以外の食事、通勤費等に要する費用、安全及び衛

生に要する費用並びに労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負担

する費用 

 

工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙代等及び諸官公署

手続費用 

 

火災保険、工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責任保険及び法定外

の労災保険の保険料 

 

現場従業員及び現場雇用労働者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）

及び賞与並びに施工図等を外注した場合の設計費等 

 

現場従業員に対する退職給与引当金繰入額及び現場雇用労働者の退職金 

 

現場従業員、現場労働者及び現場雇用労働者に関する労災保険料、雇用

保険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額並びに建設業退職

金共済制度に基づく事業主負担額 

 

現場従業員に関する厚生、貸与被服、健康診断及び医療等に要する費用 

 

事務用消耗品費、事務用備品、新聞・図書・雑誌等の購入費及び工事写

真代等の費用 

 

通信費、旅費及び交通費 

 

工事施工に伴って通常発生する騒音、振動、濁水、工事用車両の通行等

に対して、近隣の第三者に支払われる補償費（ただし、電波障害等に関す

るものを除く。） 

 

本来現場で処理すべき業務の一部を本店及び支店が処理した場合の経費

の配賦額 

 

会議費、式典費、工事実績等の登録等に要する費用その他上記のいずれ

の科目にも属さない費用 
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３ 一般管理費等 

 

区  分 内            容 

 

役 員 報 酬 

 

従業員給料手当 

 

 

退 職 金 

 

 

法 定 福 利 費 

 

 

福 利 厚 生 費 

 

 

維 持 修 繕 費 

 

事 務 用 品 費 

 

 

通 信 交 通 費 

 

動力用水光熱費 

 

調 査 研 究 費 

 

広 告 宣 伝 費 

 

地 代 家 賃 

 

減 価 償 却 費 

 

試験研究償却費 

 

開 発 償 却 費 

 

 

租 税 公 課 

 

保  険  料 

 

契 約 保 証 費 

 

雑     費 

 

 

取締役及び監査役に要する経費 

 

本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞与（賞与引当金繰入

額を含む。） 

 

本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金（退職引当金繰入額及び

退職年金掛け金を含む。） 

 

本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及

び厚生年金保険料の事業主負担額 

 

本店及び支店の従業員に対する貸与被服、医療及び慶弔見舞等の福利厚

生等に要する費用 

 

建物、機械及び装置等の修繕維持費並びに倉庫物品の管理費等 

 

事務用消耗品、固定資産に計上しない事務用品及び新聞参考図書等の購

入費 

 

通信費、旅費及び交通費 

 

電力、水道及びガス等の費用 

 

技術研究及び開発等の費用 

 

広告又は宣伝に要する費用 

 

事務所、寮及び社宅等の借地借家料 

 

建物、車両、機械装置、事務用品等の減価償却額 

 

新製品又は新技術の研究のための特別に支出した費用の償却額 

 

新技術又は新経営組織の採用、資源の開発及び市場の開拓のための特別

に支出した費用の償却額 

 

不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占有料その他の公課 

 

火災保険その他の損害保険料 

 

契約保証に必要な費用 

 

社内打合せの費用及び諸団体会費等の上記のいずれの項目にも属さない

費用 
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４ 工事雑費 

 

区  分 内            容 

 

報     酬 

 

賃     金 

 

共  済  費 

 

需  用  費 

 

 

役  務  費 

 

委  託  費 

 

旅     費 

 

使用料及び賃借料 

 

備 品 購 入 費 

 

公  課  費 

 

 

 

用地買収交渉、土地物件等の評価及び登記事務に要する費用 

 

日々雇用者賃金（測量、事務及び現場監督補助人夫等の賃金） 

 

賃金に係る社会保険料 

 

消耗品費、燃料費、光熱水料、印刷製本費、広告費、修繕費及び食糧費

（事業遂行上特に必要な会議用弁当及び茶菓子賄料とする。） 

 

通信運搬費、手数料、筆耕翻訳料及び雑役務費 

 

測量、設計及び登記等の委託費 

 

事業実施の打合せ等に必要な旅費 

 

土地建物、貨客兼用自動車及び事業用機械器具の借料及び損料 

 

事業実施に直接必要な庁用器具及び事務用機械器具の購入費 

 

租税以外の公の金銭負担のうち分担金、手数料及び使用料等 

 

 

 

 

 



 

 

参考様式第１号（第２（１）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金に係る 

事業実施計画 

  

番   号  

年 月 日  

  

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程〇の規定

により、事業実施計画を提出する。 

  

記 

Ⅰ 事業の目的 

 

Ⅱ 事業の内容及び計画 

  別添のとおり。 

                 

Ⅲ 事業完了予定 

    年  月  日 

  

Ⅳ 添付書類 

認定供給確保計画 

 

 

 

 

  



参考様式第１号（第２⑴関係）別添

【対象期間：　　年　　月～　　年　　月】（注：年度の途中で適用単価区分を変更することを想定している場合は、表上部に期間を明記した上で、期間ごとに本様式を作成すること。）

備蓄肥料原料名 注：りん酸アンモニウム又は塩化カリウムのいずれかを記載すること。また、複数の種類の肥料原料を備蓄する場合は、肥料原料の種類ごとに本様式を作成すること。

年間需要量 トン 注：肥料原料の輸入事業者にあっては認定供給確保計画の３の③において記載した原料ごとの年間輸入量、肥料製造事業者にあっては認定供給確保計画の３の④において記載した肥料原料ごとの年間使用量を記入すること。

備蓄目標数量（合計）
　　　　　　　　　　　　　　　　　トン
（年間需要量に対し　か月分）

適用単価区分 単価

基準数量（合計） トン（A）

保管料
（③×④）

⑦

金利相当額
（③×⑤）
⑧

保険料相当額
（③×⑥）
⑨

（年間需要量に対し　か月分）

注５：別紙１の別表に記載された単価のうち、自らの備蓄目標数量に応じた単価区分の単価を記載すること。
注６：１年を36期とすること。また、本様式上部の「対象期間」に対応した期数を記載すること。

注４：基準数量の各備蓄予定場所への配分は取組主体の任意によるものとするが、「合計」欄に記載する基準数量は、上段の表の（A）に記載した数量と一致したものとすること。

注３：既存保管施設であって本事業における改修を行わない場合は「既存（改修無）」、既存保管施設であって本事業における改修を行う場合は「既存（改修有り）」、本事業において新設する保管施設の場合は「新設」と記入すること。

注２：自社倉庫の場合は「自社倉庫」と記載すること。

合計

倉庫業者名注２

注１：備蓄予定場所が所在する都道府県毎に以下の分類名を記入すること。
　　　　北海道：北海道
　　　　東北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
　　　　関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
　　　　北陸：新潟、富山、石川、福井
　　　　中部：山梨、長野、岐阜、静岡、愛知
　　　　関西：三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
　　　　中国：鳥取、島根、岡山、広島、山口
　　　　四国：高知、香川、愛媛、高知
　　　　九州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

事業実施計画（肥料原料備蓄事業）

備蓄予定地域（ブロック）注１ 備蓄予定場所
備蓄目標数量
（トン）
①

保管料単価注５

（円／トン・期）
④

金利相当額単価注５

（円／トン・期）
⑤

所　要　額
（円）

（⑦＋⑧＋⑩）×期数
注６

備考
保険料相当額単価注５

（円/トン・期）
⑥

１期当たり所要額（円）

助成対象数量
③

（①ー②）

備蓄予定場所ごとの

基準数量注４

②

注：認定供給確保計画に記入した備蓄目標数量を記入すること。また、次に定める計算式により、原料ごとの年間輸入量又は年間使用量に対して何か月分の備蓄を行う予定としているかを計算し、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位で記入すること。
（備蓄目標数量（合計））÷（年間需要量）×12

注：基準数量合計は、備蓄を行う原料ごとに下記により設定すること。
　　　①　りん酸アンモニウム：年間輸入量又は年間使用量÷12
　　　②　塩化カリウム：年間輸入量又は年間使用量÷12×２

既存又は新設

改修の有無注３



 

 

参考様式第２号（第２（１）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金に係る 

事業実施計画 

 

番   号  

年 月 日  

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 ○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程〇の規定に

より、事業実施計画を提出する。 

 

記 

 

Ⅰ 事業の目的 

 

 

Ⅱ 事業の内容及び計画 

 別添のとおり。 

 

Ⅲ 事業完了予定 

    年  月  日 

 

Ⅳ 添付書類 
認定供給確保計画 

 

 

 

 



 

 

参考様式第２号（第２（１）関係）別添 

 

Ⅱ 事業の内容及び計画 

施設・設備 

区分 
施設・設備内容 

助成対象 

事業費 

(A)= 

(B)+(C)+(D) 

負  担  区  分 

備考 自己資金 

(B) 

助成金 

（C） 

その他 

（D） 

  

     

合計  

 円 円 円  

 （注） 
１ 「施設・設備区分」には、別添２第１（ア）から（ウ）までに規定する経費を記載すること。 

２ 「施設・設備内容」には、整備する施設・設備の内容及び新築、増築、改築、修繕又は模様替えの別を記載する
こと。 

３ 備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○○円」を、同税額が明らかでない場合

には「含税額」をそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計欄の備考欄に合計額（「減額した金額
○○○円」）を記入すること。 

    ４ その他参考となる事項を備考欄に記入すること。 

 



 

 

参考様式第３号（第２（３）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

採択結果通知 

 

番   号  

年 月 日  

 

取組主体名 

代表者氏名  殿 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○  

 

 

〇年〇月〇日付け  号で申請のあった事業実施計画について、採択することとしたので通知

します。 

 また、下記の期日までに、安定供給確保支援業務規程〇の規定に基づき交付申請書を提出願い

ます。 

記 

 

※不採択者に対しては、「○○年 月 日付け 号で申請のあった事業実施計画について、不採択

とすることとしたので通知します。」とすること。 

 

  



 

 

参考様式第４号（第３（１）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

交付申請書 

 

番   号  

年 月 日  

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、安定供給確保支援業務規程〇の規定

に基づき、○○○○○○円の交付を申請する。 

 

（注）事業実施計画を添付すること。 

 

 

 

 

 

  



 

 

参考様式第５号（第３（３）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

交付決定通知書 

 

番   号  

年 月 日  

 

取組主体名 

代表者氏名  殿 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 

 

 

 年 月 日付けで申請のあった交付申請については、安定供給確保支援業務規程〇の規定に

基づき、下記のとおり交付を決定したので通知します。 

 

 助成金の交付決定額 金○○○円 

 

 

 

  



 

 

参考様式第６号（第４（２）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

変更（中止又は廃止）承認申請書 

 

番   号  

年 月 日  

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 

 

○○年○月○○日付け○○第○○号をもって助成金の交付決定通知があった事業について下記

のとおり変更（中止又は廃止）したいので、安定供給確保支援業務規程〇の規定に基づき申請し

ます。 

 

記 

 

 

（注）変更後の実施計画及び交付申請書を添付すること。交付決定を受けた助成事業の内容及び

事業費の配分と変更後の助成事業の内容及び事業費の配分とを容易に比較対照できるように

変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書で上段に記載した表を添付すること。 

 

  



 

 

参考様式第７号（第５関係） 

 

○○年度肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金遅延届出書 

 

番   号  

年 月 日  

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号で助成金の交付決定通知のあった事業について、下記の理由

により（予定の期間内に完了しない/遂行が困難となった）ため、〇年度肥料原料備蓄保管施設

整備事業助成金が完了しないため、安定供給確保支援業務規程〇の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

１ 助成事業が（予定の期間内に完了しない/遂行が困難となった）理由 

 

２ 助成事業の遂行状況 

区  分 助成対象事業
費 

事 業 の 遂 行 状 況 

備 考 
○年○月○日までに完了

したもの 
○年○月○日以降に実施

するもの 

事業費 出来高比率 事業費 事 業 完 了  
予定年月日 

 

 

 

 

          円 

 

 

 

      円 

 

 

 

          ％ 

 

 

 

      円 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

（注） 
１ 括弧内は、該当するものを記載すること。 
２ 助成事業の遂行状況は、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載するこ
ととし、「○年○月○日以降に実施するもの」欄は、完了時期を延期して事業を継続した
い場合のみ記載すること。 

３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複す
る部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称その
他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

  



 

 

参考様式第８号（第７（２）関係） 

 

契約に係る指名停止に関する申立書 

 

 

番   号  

年 月 日  

 

（取組主体） 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 

当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加に当たって、当該契約の履行地域について、現在、農

林水産省の機関から○○契約に係る指名停止の措置を受けていないことを申し立てます。 

また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申

し立てません。 

 

（注１）○○には、「売買」、「請負」等契約の内容を記載すること。 

（注２）農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分部局並びに 農林水産

技術会議事務局筑波事務所をいう。ただし、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局を含む。 

  



 

 

参考様式第９号（第 10関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金概算払請求書 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号により助成金の交付決定の通知があったこの事業について、

安定供給確保支援業務規程〇の規定に基づき、概算払を請求したいので、下記により金○○円を

概算払によって交付されたく請求する。 

 

 また、併せて○年○月末日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

 

記  

 

                                       ○○年○月○日現在  

 

 

区分 

 

 

 

助成

対象

事業 

費 

 

（Ａ） 

助 成

金 

 

 

（Ｂ） 

既受領額 

遂行状 

況報告 

（Ｃ） 

今回請求額 

(Ａ)－((Ｂ)+(Ｃ)） 

残額 

事業完

了予定

年月日 

 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

金額 

 

 

 

出来 

高 

 

 

○年○

月末日

の出来

高 

金額 

 

 

 

○月○日 

迄予定出 

来高 

 

金額 

 

 

○月○日 

迄予定出 

来高 

 

 

 

  円 

 

  円 

 

  円 

 

  ％ 

 

    ％    円 

 

    ％ 

 

 円 

 

    ％ 

 

 

 

 

 

 計              

（注）１ 助成金により取得した財産等の確認を必要とする場合は、明細書を添付すること。 
２ 助成金の実態に応じて、必要な事項を追加することができる。 
３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する
部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資料の名称その他資
料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

 

 

 

  



 

 

 

参考様式第 10号（第 11（３）関係） 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

消費税仕入控除税額報告書 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者氏名             

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった肥料原料備蓄事業助成金（肥

料原料備蓄保管施設整備事業助成金）について、安定供給確保支援業務規程〇の規定に基づき、

下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第 15 条の助

成金の額の確定額            金     円 

  （○○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額） 

 

２ 助成金の確定時に減額した消費税仕入控除税額         金     円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金     円 

 

４ 助成金返還相当額（３－２）                 金     円 

 

   （注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（助成事業に要した経費に係る

消費税及び地方消費税相当額の全額について、助成金相当額を助成金の額から減額す

る場合は、（３）の資料を除き添付不要。） 

      なお、取組主体が法人格を有しない組合等の場合は、全ての構成員分を添付するこ

と。 

     （１）消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

     （２）付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

     （３）３の金額の積算の内訳 

 

 



 

 

５ 当該助成金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

［                                   ］ 

 

   （注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期

も記載すること。 

 

  



 

 

参考様式第 11号（第 12（１）関係） 

 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

額の確定通知書 

 

番   号  

年 月 日  

 

取組主体名 

代表者氏名  殿 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 

 

 

このことについて、○年○月○日付け○第○○号をもって提出された○年度○○助成金実績報

告書により、○年○月○日付け○第○○号（及び○年○月○日付け○第○○号変更通知）による

交付決定通知に係る助成金の額○○○○円については、金○○○○円に確定したので通知する。 

 （既に一部の助成金が交付されている場合）また、既に交付した助成金○○○○円との差額金

○○○○円が別途支出されるので通知する。 

 （既に助成金の額を超える助成金が交付されている場合）また、既に交付した助成金○○○○

円との差額○○○○円の返還を命ずる。 

 また、返還の期限は、この通知の日から 20日とする。 

 おって、当該返還金は、下記口座に振り込みされたい。 

 

記 

（口座番号名等を記入すること。） 

 

 

  



 

 

参考様式第 12号（第 14（１）関係） 

 

 

〇年度肥料原料備蓄事業助成金（肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金） 

交付決定取消通知書 

 

番   号  

年 月 日  

 

取組主体名 

代表者氏名  殿 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 

 

 

 （承認申請のあった場合）○年○月○日付け○第○○号をもって申請のあった○年度○○○助

成事業の廃止（中止）承認申請については、申請のとおり承認し、○年○月○日付け○第○○号

による交付決定額の全部（又は一部）金○○○○円を取り消したので、通知する。 

 （第 14（１）（ア）から（オ）までの規定による場合）○年○月○日付け○第○○号をもって

交付決定の通知を行った○年度○○○助成金の交付決定額○○○円については、下記の理由によ

り当該交付決定（又は一部金○○円）を取り消したので、通知する。 

 （既に取消し後の助成金の額を超える助成金が交付されている場合）なお、同法第 18条第１

項の規定に基づき、既に交付した助成金○○○○円との差額○○○○円の返還を命ずる。 

また、返還の期限は、この通知の日から 20日とする。 

 おって、当該返還金は、下記口座に振り込みされたい。 

 



 

 

参考様式第 13号（第 17（３）関係） 

                             財  産  管  理  台  帳 

 

   取組主体名 

 

 事業実施年度  

 

平成   年度 

 

事業名 肥料原料備蓄保管施設整備事業助成金 

 

分 

野 

  

      事 業 の 内 容      工 期     経 費 の 配 分    処分制限期間  処分の状況   

摘 

要 

 

  

 事業主体 

 

 工種構造 

 施設区分 

 

施工箇所 

又  は 

設置場所 

    

事業量 

    

着 工 

年月日 

    

しゅん工 

年月日 

 

     

総事業費 

     

  負 担 区 分   耐用 

年数 

   

処分制 

限年月 

日 

承 認 

年月日 

 

処分の 

内 容 

 

助成金 その他 

    

 

 

  

              

              

計              

 

 

 

  

              

              

              

計              

  合   計              

 （注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 

    ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

    ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付け先、抵当権等の設定権者の名称又は助成金返還額を記入すること。 

    ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。



参考様式第14号（別紙１第４(1)関係）   年　　月分

取組主体名 肥料原料名 備蓄場所

繰　　越 受　　入 在　　庫 日 繰　　越 在　　庫

17

18

19

20 注２

21

22

23

24

25

注２ 26

27

28

29

30

31 注２

注２：各期の期末在庫数量について助成金額計算書に転記すること。

注１：備蓄を行う肥料原料・備蓄場所ごとに作成すること。

肥料原料備蓄台帳（日報）

払　　出受　　入日

1

2

3

4

払　　出

上
期

中
期

中
期

下
期

14

15

16

5

6

7

8

9

10

11

12

13



参考様式第15号（別紙１第４(1)関係） 　  年　　月分

取組主体名 肥料原料名

入庫数量 備考

注２：各期の期末在庫数量について助成金額計算書に転記すること。

上期
１～10日

小計

中期
11～20日

小計

下期
21日～月末

小計

期別 備蓄場所名

注１：備蓄を行う肥料原料ごとに作成すること。

肥料原料備蓄台帳（旬報）

出庫数量 残高繰越在庫



参考様式第16号（別紙１第４⑵関係）

【肥料原料名：】 【備蓄目標数量：】 　　　　トン（年間輸入量又は年間使用量に対し　か月分） 取組主体名：

【年間需要量：】 トン

期
別

経
費

備蓄場所種別 備蓄場所 基準数量注２

単価注

５

（円/ト
ン・期）

助成対象額注６

（円）
（㋒×㋓）

控除額注７
助成額

（円）
㋔－㋕

㋐ ㋓ ㋔ ㋕ ㋖

小計

小計

計

小計

小計

計

小計

小計

計

　　月分助成対象額

上期 中期

か月分 か月分 単価

期末在庫数量が備蓄目標数量を上回った期には〇、期末在庫数量が備蓄目標数量を下回った期には×を記載すること。
次に掲げる計算式により、期末在庫数量が年間需要量に対して何か月分に相当するかを計算し、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位で記入すること。
各期の合計の期末在庫数量÷本表の上欄で記載した年間需要量×12
上期から下期までの期末在庫数量の平均数量を記載すること。（小数点第１位以下は四捨五入すること。）

期末在庫数量平均

注10:

 注１： 原料の種類ごとに本計算書を作成すること。

「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には、安定供給確保支援業務規程〇の規定により採択を受けた事業実施計画のうち「基準数量（合計）」の欄に記載した数量を転記
し、「保管料」の欄には同計画別紙の②に記載した備蓄予定場所ごとの基準数量を転記すること。

注２：

注３： 「金利相当額」及び「保険料相当額」の欄には各備蓄場所における各期末在庫数量の合計を記載し、「保管料」の欄には各備蓄場所における各期末の在庫量を記載するこ
と。

自社倉庫

上期計

金利相当額

保険料相当額

中
期

か月分 単価区分注11

上
期

保
管
料

営業倉庫

期末在庫数量の年間需要量

に対する割合注９

保険料相当額

中期計

保険料相当額

備蓄目標数量達成状況注８

下期

　 年　 月分　助成金額計算書

期末在庫数量

（トン）注３

㋑ ㋒

助成対象

数量注４

（トン）
（㋑－㋐）

下
期

保
管
料

営業倉庫

自社倉庫

下期計

自社倉庫

金利相当額

保
管
料

営業倉庫

金利相当額

各期における期末在庫数量に応じて、当該月の助成対象額の算定において適用する単価を別紙１別添１に基づき選択し、記載すること。　  注11：

保管場所ごとの期末在庫数量が基準数量を下回った場合には「－〇トン」と記載すること。

注６： 保管場所ごとの期末在庫数量が基準数量を下回った場合には「－〇円」と記載し、期末在庫数量が基準数量を上回った保管場所に係る助成対象額から当該金額を控除した
上で、当該期の合計の助成対象額を算定すること。

　  注８：
　  注９：

注５： 営業倉庫については、倉庫業者が請求した保管料単価の実費を原則として記載すること（ただし、１期当たりの保管料単価が500円を超える場合は、「500」と記載すること）。ま
た、自社倉庫の保管単価、金利相当額及び保険料相当額については、本文別紙１別添１に記載の単価のうち、本保管経費計算書の下欄外に記載する「単価区分」に対応し
た単価を記載すること。

保管料単価に関わらない値引き等があった場合、控除額欄に計上すること。注７：

注４：



 

 

参考様式第 17号（別紙１第５（１）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

所在地 

団体名 

代表者氏名    

 

実績報告書（肥料原料備蓄事業）（○○年度） 

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号で助成金の交付決定通知のあった事業について、下記のとお

り実施したので、安定供給確保支援業務規程○の規定により、その実績を報告する。 

 また、併せて精算額として助成金○○○円の交付を請求する。 

 

Ⅰ 事業の目的 

 

Ⅱ 事業の内容及び実績 

 

Ⅲ 事業完了年月日 

 

Ⅳ 事業に要した経費（各月） 

  別添のとおり。 

 

Ⅴ 保管料の加重平均単価（各月） 

  別添のとおり。 

 

Ⅵ 助成金の本年度精算額の計算 

  別添のとおり。 

 

Ⅶ 収支精算 

  別添のとおり。 

 

Ⅷ 添付書類 

① 備蓄台帳のうち当該年度の備蓄状況が記された参考様式第 15号の写し 

② 参考様式第 16号により作成した助成金額計算書 

③ 倉庫業者の倉庫に備蓄原料を保管した場合は、当該保管に要する費用が確認できる請求書

等の写し 

 



 

 

参考様式第 17号（別紙１第５（１）関係）別添 

 

Ⅳ 事業に要した経費（各月） 

（単位：円） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 ２月 ３月 合計 

保管料              

金利相当額              

保険料相当額              

合計             (A) 

 

Ⅴ 各月の各期末在庫数量の平均 

（単位：トン） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 1 月 ２月 ３月 平均 

上期              

中期             

下期             

３期平均             (B) 

 

Ⅵ 助成金の本年度精算額の計算 
① (B)＜備蓄目標数量×1.2 の場合 
 （A）の額を助成金の本年度精算額とする。 

② (B)＞備蓄目標数量×1.2 の場合 
ア（備蓄数量目標×1.2）÷（B）=     （C） 
イ（A）×（C）＝助成金の本年度精算額とする。 
 



 

 

 

Ⅶ 収支精算 

(1)収入の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

１ 助成金 

２ その他 

 

円 

注 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合  計      

注：助成金の本年度精算額は、別添に定める方法により算出すること。 

 

⑵支出の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合  計      

注：本年度精算額には、別添の（A）の額を記載するものとする。 

 



 

 

参考様式第 18号（別紙２第４（２）関係） 

 

○○年度肥料原料備蓄保管施設整備事業入札結果報告・着手届 
 

番   号   
年 月 日   

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 
所在地 
団体名 
代表者氏名     

 
 
 このことについて、下記のとおり入札結果を報告し、着手を届け出ます。 
 
 

記 
                                                                                           
工事等の契約名  

施工方法 請負施工・委託施工 
施工業者選定方法 一般競争入札・指名競争入札・随意契約 
入札執行年月日   年  月  日 
入札立会者の 
所属・役職・氏名 

 

入札予定価格（税抜）                                                   円 
入札参加業者名及び 
入札価格（税抜） 

 

 

                  円 

                  円 

                  円 

                  円 

入札執行回数           回 
落札業者名  

契約価格（税込）                     円（うち消費税及び地方消費税額      円） 
契約年月日          年   月   日 
着手住所  

工事開始年月日          年   月   日 
完了予定年月日  

工事監理者  

入札結果等の公表方法  

備 考    年  月  日付け○○第○○○号 交付決定通知 
（注）１ 「施工方法」欄は、該当するものを○で囲むこと。 

２ 「施工業者選定方法」欄は、該当するものを○で囲むこと。 
３ 「入札予定価格」欄は、未公表の場合は未公表と記入する。ただし、不落札随意

契約の場合は、必ず記入する。 
４ 「入札参加業者名及び入札価格」欄は、入札に参加した業者名を全て記入し、入

札最終回に投じられた価格を記入する（途中棄権した業者がある場合は、当該業者
の価格は空欄とする。）。 

５ 不落札随意契約の場合は、「入札執行回数」欄は入札執行回数及び不落札随意契約
である旨を、また、「落札業者名」欄は契約業者名を記入する。 

６ 「施工業者選定方法」が随意契約の場合は、「入札執行年月日」欄から「入札執行



 

 

回数」欄までは記入不要とし、「落札業者名」欄に契約業者名を記入する。 
７ 「入札結果等の公表方法」欄は、入札結果の公表時期及び公表方法を記入する。 
８ 事業が複数の契約からなる場合は、契約ごとに上表を整理する。 

 

 

  



 

 

参考様式第 19号（別紙２第５（１）関係） 

 

○○年度肥料原料備蓄保管施設整備事業に関するしゅん功届 
 

番   号   
年 月 日   

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 
 

所在地 
団体名 
代表者氏名     

 
 
 このことについて、下記のとおり工事が完了しましたので届け出ます。 
 

記 
 

工事等の契約名   
 
 施設設備等名  

事業費                          円 

着手住所  

着手年月日  

完了年月日  

関係法令検査年月日  

 ○○法  

   

   

   

   

検査年月日 
（又は予定日） 

 

引渡し年月日 
（又は予定日） 

  

契約業者名  

現場代理人名  

工事監理者名  

 （注）１ 「事業費」欄は、助成対象経費とする。 
       ２ 請負人等からの完了届の写しを添付すること。 
       ３ 事業が複数の契約からなる場合は、契約ごとに上表を整理すること。 

なお、完了年月日が契約ごとに異なる場合は、その都度提出すること。 

  



 

 

参考様式第 20号（別紙２第５（２）関係） 

 

○○年度肥料原料備蓄保管施設整備事業実績報告書 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 

 
所在地 
団体名 
代表者氏名     

 

 

 

 ○○年○月○日付け○○第○○号で助成金の交付決定通知のあった事業について、下記のとお

り実施したので、安定供給確保支援業務規程○の規定により、その実績を報告する。 

 （また、併せて精算額として○○○円の交付を請求する。） 

 

記 

 

Ⅰ 事業の目的 

Ⅱ 事業の内容及び実績 

Ⅲ 事業完了年月日             

Ⅳ 収支精算   注）Ⅳの様式は別添のとおりとする。 

Ⅴ 添付書類 

    

（注）１ 記のⅠからⅢまでの記載要領は、参考様式第２号の記の様式に準ずるものとする。 
２ 軽微な変更があった場合においては、容易に比較対照できるよう変更部分を二段書と
し、変更前を括弧書で上段に記載すること。 

４ 添付書類については、支払い経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写しを添付
し、経費以外のものは、交付申請書又は変更承認申請書に添付したもののうち、変更が
あったものに限り添付すること。（経費以外のものについては、申請時以降変更のない
場合は省略できる。） 

また、以下の資料を添付すること。 
（１）財産管理台帳の写し 
（２）貸付機関が発行する融資証明書、その他の融資が確実に行われていることを証明す

る書類 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

参考様式第 20号（別紙２第５（２）関係）別添 

 

Ⅳ 収支精算 

（１）収入の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

１ 助成金 

２ その他 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合  計 
     

 

（２）支出の部 

区  分 本年度精算額 本年度予算額 
比 較 増 減 

備考 
増 減 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

円 

 

 

 

 

 

合  計 
     

 

  



 

 

参考様式第 21号（別紙２第６（３）関係） 

 

 

○○年度肥料原料備蓄保管施設整備事業で取得又は効用の増加した施設等の増築

（模様替え、移転、更新等）届 
 

番   号   
年 月 日   

 

一般財団法人肥料経済研究所 ○○ 殿 

 
 

所在地 
団体名 
代表者氏名 

 
 

 ○○年度において本事業で取得又は効用が増加した施設等を増築（模様替え、移転、更新等）

したいので、下記のとおり届け出ます。 
 
 

記 
 
１ 増築の理由 
 
２ 増築に係る施設等の概要 
（１）地区名及び事業名 
（２）事業実施主体名 
（３）施設等の所在地 
（４）施設等の構造、規格、規模等 
（５）事業費 

ア 助成金 
イ その他の負担額 

（６）取得年月日 
 
３ 増築の概要  
（１）増築 
  （例）増築 鉄骨スレート葺    ○○㎡    事業費   ○○○   千円 

         増設  ○○ライン  ○○箱／日処理  事業費   ○○○   千円 
（２）事業費の負担区分 
（３）着手予定時期 
（４）増築の効果 
 
[添付資料] 
 １ 当初事業実施計画書の写し 
 ２ 処理能力計算書 
 ３ 経営収支計画 
４ 建物平面図及び側面図並びに増設配置図 

 ５ 財産管理台帳の写し 

 

（注）模様替え、移転、更新等の場合は「増築」をそれぞれの用語とする。 

 


	0222運用指針（財務回答・追加） 
	0217運用指針（様式）
	
	Ⅰ　安定供給確保支援業務規程の作成等
	Ⅱ　安定供給確保支援業務
	Ⅲ　認定供給確保事業者が認定供給確保事業を行うために必要な資金に充てるための助成金の交付及びそれに附帯する業務
	第１　助成事業の種類等
	第２　助成事業の採択
	第３　助成金の交付決定
	第４　助成事業の実施
	第５　事業の遅延
	第６　申請の取下げ
	第７　契約等
	第８　債権譲渡等の禁止
	第９　状況報告
	第11　実績報告
	第12　助成金の額の確定及び支払
	第13　額の再確定
	第14　交付決定の取消し等
	第15　財産管理及び処分処分等
	第16　残存物件の処理
	第17　助成金の経理
	第18　推進指導体制
	第19　その他

	Ⅳ　肥料等の安定供給確保に関する情報の収集及びそれに付帯する業務
	第１　調査すべき事項
	第２　調査結果の報告
	第３　情報提供
	第４　業務の委託
	第５　調査結果の帰属性

	別紙１
	第１　事業内容
	第２　取組主体
	第３　助成対象となる取組及び助成金
	第４　備蓄数量の報告等
	第５　事業完了に伴う手続

	別添１
	第１　助成金の額
	第２　保管料相当額
	第３　金利相当額
	第４　保険料相当額

	別紙２
	第１　事業内容
	第２　取組主体
	第３　助成対象となる取組及び助成
	第４　事業実施の方法等
	（１）実施設計書の作成
	（２）事業の施工
	（３）契約の適正化
	（４）会計経理
	（５）関係法令に基づく許認可

	第５　事業完了に伴う手続き
	（１）取組主体は、工事が完了したときは、速やかにその内容を明記した参考様式第19号によるしゅん功届を指定法人に届け出るものとする。
	（２）取組主体は、本事業が完了したときは、本文Ⅲ第11（１）の実績報告書を参考様式第20号に基づき作成し、出来高設計書を添付して指定法人に報告するものとする。
	（３）指定法人は次の①により、本事業が完了していることを確認するものとする。また、既に支払が行われている場合には、加えて②及び③により事業費が適正に支出・受領されていることも確認するものとする。
	（４）取組主体は、（１）及び（２）により、事業完了後目標年度まで、事業が適正に実施されていることを確認するものとする。
	（５）その他、事業完了に伴って、土地改良法に基づく工事完了届又は建築基準法に基づく使用承認等を必要とするときは、取組主体は、関係法令の定めるところにより、それぞれ所要の手続を行うものとする。

	第６　整備施設等の管理運営等
	（１）管理主体
	（２）管理方法
	（３）増築等に伴う手続
	（４）災害の報告

	第７　利益排除
	（１）取組主体が次のいずれかの関係を有する会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益等排除の対象とする。
	（２）取組主体の自社調達の場合、当該調達品の製造原価をもって助成対象事業費とする。
	（３）100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合、取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって交付対象とする。これによりがたい場合には、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行う。
	（４）取組主体の関係会社からの調達の場合、取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって交付対象事業費とする。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行うものとする。この場合において、「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明するものとする...

	第８　留意事項

	別添２
	第１　助成の対象
	第３　助成対象事業費の内容


	
	Ⅰ　安定供給確保支援業務規程の作成等
	Ⅱ　安定供給確保支援業務
	Ⅲ　認定供給確保事業者が認定供給確保事業を行うために必要な資金に充てるための助成金の交付及びそれに附帯する業務
	第１　助成事業の種類等
	第２　助成事業の採択
	第３　助成金の交付決定
	第４　助成事業の実施
	第５　事業の遅延
	第６　申請の取下げ
	第７　契約等
	第８　債権譲渡等の禁止
	第９　状況報告
	第11　実績報告
	第12　助成金の額の確定及び支払
	第13　額の再確定
	第14　交付決定の取消し等
	第15　財産管理及び処分処分等
	第16　残存物件の処理
	第17　助成金の経理
	第18　推進指導体制
	第19　その他

	Ⅳ　肥料等の安定供給確保に関する情報の収集及びそれに付帯する業務
	第１　調査すべき事項
	第２　調査結果の報告
	第３　情報提供
	第４　業務の委託
	第５　調査結果の帰属性

	別紙１
	第１　事業内容
	第２　取組主体
	第３　助成対象となる取組及び助成金
	第４　備蓄数量の報告等
	第５　事業完了に伴う手続

	別添１
	第１　助成金の額
	第２　保管料相当額
	第３　金利相当額
	第４　保険料相当額

	別紙２
	第１　事業内容
	第２　取組主体
	第３　助成対象となる取組及び助成
	第４　事業実施の方法等
	（１）実施設計書の作成
	（２）事業の施工
	（３）契約の適正化
	（４）会計経理
	（５）関係法令に基づく許認可

	第５　事業完了に伴う手続き
	（１）取組主体は、工事が完了したときは、速やかにその内容を明記した参考様式第19号によるしゅん功届を指定法人に届け出るものとする。
	（２）取組主体は、本事業が完了したときは、本文Ⅲ第11（１）の実績報告書を参考様式第20号に基づき作成し、出来高設計書を添付して指定法人に報告するものとする。
	（３）指定法人は次の①により、本事業が完了していることを確認するものとする。また、既に支払が行われている場合には、加えて②及び③により事業費が適正に支出・受領されていることも確認するものとする。
	（４）取組主体は、（１）及び（２）により、事業完了後目標年度まで、事業が適正に実施されていることを確認するものとする。
	（５）その他、事業完了に伴って、土地改良法に基づく工事完了届又は建築基準法に基づく使用承認等を必要とするときは、取組主体は、関係法令の定めるところにより、それぞれ所要の手続を行うものとする。

	第６　整備施設等の管理運営等
	（１）管理主体
	（２）管理方法
	（３）増築等に伴う手続
	（４）災害の報告

	第７　利益排除
	（１）取組主体が次のいずれかの関係を有する会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合を含む。）は、利益等排除の対象とする。
	（２）取組主体の自社調達の場合、当該調達品の製造原価をもって助成対象事業費とする。
	（３）100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合、取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって交付対象とする。これによりがたい場合には、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行う。
	（４）取組主体の関係会社からの調達の場合、取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって交付対象事業費とする。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（マイナスの場合はゼロとする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行うものとする。この場合において、「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明するものとする...

	第８　留意事項

	別添２
	第１　助成の対象
	第３　助成対象事業費の内容





